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研究成果の概要（和文）：１つは非線形報酬制度の導入が従業員のインセンティブにいかに影響を及ぼしたのか
明らかにした。その結果、日々のインセンティブの変化に従業員が反応し、販売台数の分布に対して正の効果を
持つ。同時に、努力が値引きという方向に働き、企業の利益面では負の効果をもたらすことが明らかになった。
もう１つは職場でのコミュニケーションネットワークが生産性に影響を及ぼすのか、ウェアラブルセンサを用い
てコミュニケーション量を計測して明らかにした。その結果、媒介中心性の上昇がチームの成果に正の有意な効
果をもたらし、難易度が高い問題に遭遇した場合、ネットワークの中で適切な情報収集を行うことが問題解決に
寄与することを示唆する。

研究成果の概要（英文）：First, we examine the incentive effect of discontinuous and nonlinear 
compensation scheme, using transaction data provided by two North American auto dealerships. We find
 that a measure of time-varying incentive intensity has a positive effect on the distribution of 
daily sales, suggesting that salespersons adjust their effort levels in response to the intensity of
 the incentive. On the other hand, incentive intensity has a negative impact on the dealership's 
gross profit rate, suggesting that employees are gaming the system by lowering the prices they offer
 customers in order to achieve more sales and larger commissions.
Second, we examine the relationships between the structure of communication network and member/group
 productivity. Using wearable sensor technologies, a sociometric badge, face-to-face communication 
time between members of workplace is measured. As the result, betweeness centrality in communication
 network has a positive effect on team performance, self-solution rate.
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１．研究開始当初の背景 
これまで、内部労働市場の機能については

数多くの理論研究が行われてきた。しかし、
個人レベルの生産性、報酬、属性などの企業
内人事データを用いたそれを裏付ける実証
研究は近年広がりを見せ成果を出しつつあ
るものの、個人情報保護に関する法的制約と
それに伴うデータの入手困難性から、なかな
か進んでいないのが現実である。これをふま
え、入手したデータをもとに、日本企業にお
ける内部労働市場の機能のより一層の解明
を行いたい。 

 
 

２．研究の目的 
労働経済学においては、人的資本の蓄積と

ともに生産性が向上するとされている。労働
者の生産性は主として能力や努力にのみ依
存するのであって、労働者の生産性に影響す
るその他の要因は企業組織や職業の内部に
おいては変わらないと想定するのがふつう
である。近年の人事経済学の実証分析におい
てもそうした想定が踏襲されている。しかし、
労働者の能力と努力以外にも、労働者の生産
性に対して影響を及ぼす要因は数多く存在
し、さまざまな要因の複合的な結果が生産性
の向上となって表れると考えられる。本研究
では、報酬制度と職場内でのコミュニケーシ
ョンネットワークに焦点を当て分析を行う。 
 
(1) 報酬制度については、自動車販売会社や
生命保険などの営業職でしばしば採用され
ている不連続型の非線形報酬制度の功罪、す
なわち、不均一なインセンティブ効果が生産
性や利益率にどのような影響を与えている
のか明らかにすることを目的とする。 
 
(2) 職場内でのコミュニケーションについて
は、知的業務を行う企業の事業所内での従業
員間コミュニケーションネットワークの構
造を明らかにするとともに、それが業務成果
に与える影響について定量的に分析するこ
とを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 報酬制度の分析においては、北米の自動
車販売会社を対象に数回にわたる聞き取り
調査を行うとともに、入手した人事データと
製品取引データを用い、計量的統計手法を用
いて非線形報酬制度の分析を行った。入手し
た人事データには個人の属性のほか、毎月の
賃金額とその詳細が、製品取引データには、
いつ誰が誰にどの車種の車をいくらで販売
したかといった詳細な情報が含まれる。 
 

(2) コミュニケーションの分析においては、
2016 年１月から同年３月にかけて、２事業所
ののべ 99 人の従業員に各 20 日間にわたり、
出張など長時間にわたり外出する時を除き、

出勤時から退勤時まで、名札型のウェアラブ
ルセンサを首から提げて業務に従事しても
らった。ウェアラブルセンサには組織内のコ
ミュニケーション量を測定する赤外線セン
サと、動きとコミュニケーションの質（活動
量）を測定する加速度センサが搭載されてい
る。さらに、事業所内の机上などに赤外線ビ
ーコンを設置することで、いつどこで誰と誰
が何分間対面したかといった位置情報、対面
情報と、加速度エネルギーなどから得られる
周波数をもとに装着者の身体的な動きに関
する情報を取得することができる。これまで
のコミュニケーションの研究では、目に見え
ない組織内のネットワークの構造を明らか
にするために、観察者による観察やネームジ
ェネレーターをはじめとする質問紙調査が
行われてきた。これらにより得られたデータ
は、観察者や回答者の人間関係に基づくとい
う制約がある。また、一時点のクロスセクシ
ョンデータによる分析にならざるを得ない。
本研究で用いたウェアラブルセンサでは、こ
のような制約がない中でデータの正確な定
量的把握が可能である。そして、得られたデ
ータから、ソシオグラムを描くとともに、次
数中心性や媒介中心性など、ネットワークの
中心性指標を計算した。また、数度にわたる
聞き取り調査を実施し、業務内容の正確な把
握に努めた。さらに、生産性を表す指標も、
上司の評価等ではなく、企業内で品質管理の
ために用いている客観的な業績指標を入手
して分析を行った。 
本研究のような、実際の企業で働く者を分

析対象にウェアラブルセンサを用いてコミ
ュニケーションネットワークの構造を明ら
かにし、中心性の指標でチームやメンバーの
客観的なパフォーマンスを説明しようとし
た研究はあまり見られない。 
 
４．研究成果 
非線形報酬制度の功罪を明らかにした研

究の分析結果は以下の通りである。 
 
(1) 報酬制度の分析における研究成果は以
下の通りである。 
 
① 努力の増加がその日の期待コミッション
収入に与える影響を推計して作成したイン
センティブ強度の変数は、日次の販売台数の
分布に対して正の効果を持っていた。すなわ
ち、不連続型の非線形報酬制度によってもた
らされた日々のインセンティブに社員が反
応していることから、非線形報酬制度の導入
は、導入していない時と比較し、自動車の販
売台数の増加という会社の生産性に正の効
果をもたらしている可能性がある。 
 
② 限界コミッション率と粗利益率とは、車
種や取引のタイミングなどをコントロール
した上でなお、負の有意な相関関係を有して
いた。このことは、販売台数を増やそうとい



う販売努力のインセンティブ効果の高まり
が、値引きという方向に働くことを示した。
あわせて、販売台数の増加でコミッション率
が上昇し、企業が従業員に支払う報酬も増加
することから、企業の利益という面を考える
と、非線形報酬制度の導入は負の効果をもた
らすことが明らかになった。 
 
(2) コミュニケーションネットワークが業
務の成果に与える影響に関する分析結果は
以下の通りである。 
 
① コミュニケーションネットワークの構造
を描いたグラフから、紐帯の本数や密度など、
２事業所間で大きな違いが観察された（下図
参照）。  
 
図１）Ａ事業所のコミュニケーションネット
ワーク図 

 
図２）Ｂ事業所のコミュニケーションネット
ワーク図 

 
これは、非正規社員を含む従業員の分析対

象企業での勤続年数によるものが要因の１
つとと考えられる。集団（チーム）の形成期
から一定期間が過ぎて安定期に入るとメン
バー間の対面等直接的なコミュニケーショ
ンは関係の安定に伴い減少して、一定水準に

収束、固定化される。メンバーによる認知共
有が進み、コミュニケーションを行わずとも
チーム活動に対して共通の理解や知識を持
つ。さらに、長期にわたり同じチームやメン
バーと協働することでトランズアクティブ
メモリーシステム が構築され、組織内の
‘Who knows What’をメンバーが共有してい
る状態にあると考えられる。 
 
② 勤務時間中の単純なコミュニケーション
量および業務上のキーパーソンとのコミュ
ニケーション量と個人の成果には有意な関
係は見られなかった。加えて、行為者のもつ
紐帯の数で示され、単純に結合関係の多さを
基準にする次数中心性の大きさも、個人の成
果に有意な影響を及ぼさなかった。この結果
は、単に多数の者とコミュニケーションをと
ることではパフォーマンスに有意な正の効
果をもたらさないことを意味しよう。 
 
③ いずれの事業所においても、媒介中心性
（媒介性とはネットワーク内の人々の最短
経路の上にいる程度をいう）を表す指標の大
きさは、自己解決という、チームの成果と解
釈される成果指標に対して頑健に正で有意
な影響を持つことが示された。分析対象企業
で行われているのは知的業務であるから、通
常の業務遂行プロセスにコミュニケーショ
ンは必要なく、その業務の成功は個人のスキ
ルによるところが大きいと考えられる。分析
結果は、業務上難易度が高い問題に遭遇した
場合、コミュニケーションネットワークの中
で適切な情報収集を行うことが問題解決に
寄与することを示唆する。 
 
 当初の研究計画にあった国内自動車販売
会社におけるタイムユースサーベイの実施
が不可能になり、それに代わって、ウェアラ
ブルセンサを用いたコミュニケーション量
の調査を実施したため、調査開始時期が当初
の予定より大幅に遅れ、それに伴い論文執筆
も遅くなったため、期間内に成果を学会で報
告したり、雑誌へ掲載するまでに至らなかっ
た。今後、速やかに論文を学会等で発表し、
学術雑誌に投稿するなどして研究成果を広
めていく予定である。 
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